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有明海・八代海全域 有明海全域

気象
・
海象

・ 海水温上昇
・ 外洋の潮汐振幅減少
・ エルニーニョ・ラニーニャ、ダイポールモード現象、気象・
気候の周期変動
・ 地球温暖化

・ 海水温上昇
・ 外洋の潮汐振幅減少
・ エルニーニョ・ラニーニャ、ダイポールモード現象、気象・
気候の周期変動
・ 地球温暖化

・ 海水温上昇
・ 外洋の潮汐振幅減少
・ エルニーニョ・ラニーニャ、ダイポールモード現象、気
象・気候の周期変動
・ 地球温暖化

開発

・ 埋立、堤防・水門建設に伴う塩性湿地となぎさ線の消失
により、浄化機能の低下や魚貝類の産卵・稚魚生育場の消
失、地下水路の分断をもたらす可能性がある。
・ 「漁港整備」として防波堤の設置や小規模の埋立が行わ
れているが、これらが海流に影響し、周囲の底質を変化させ
ている場合も少なくない。

・海岸線の人工化、なぎさ線の喪失
・堤防の建設による自然海岸の減少
・(人工構造物建設による埋め立て)→塩性湿地・なぎさ線の
消失

・沿岸域開発に伴う塩性湿地やなぎさ線の消失
・漁港等の整備による埋立や防波堤の建設

負荷

・赤潮や貧酸素水塊の発生
（赤潮については、有明海では珪藻赤潮、八代海では渦鞭
毛藻・ラフィド藻赤潮を主な課題として整理した）
・河口域や干潟の底質の泥化、降雨時の濁水流入、家庭
排水による水質悪化などのは、陸域の土砂管理および水質
管理に大きく関係する。

・ 負荷削減対策（陸域と海域）→物質収支管理
・ 珪藻赤潮・貧酸素水塊の発生→要因・原因解明と対策

・負荷削減対策の強化
・珪藻赤潮・貧酸素水塊の発生の要因・原因解明と対策
・物質収支管理

底質の泥化
・沿岸域の環境悪化の原因のひとつである泥化は、河川か
らの砂供給の減少と潮流の遅速化によると考えられる
・底泥を浚渫しても受け入れ先がない

・ 底質の泥化（河川からの土砂供給の減少、底質の泥化と
堆積）対策
→土砂収支の管理
・浅海域の底質の泥化や地形の平坦化が進んでおり、貝類
やエビ類の生息環境を悪化させている。、
・底泥を浚渫しても受け入れ先がない

・底質の泥化、平坦化、泥の堆積
・浚渫泥の再利用に関する研究、技術の不足
・河川からの土砂供給の減少
・土砂収支管理

漁業

・時代を先取りした漁業
・水産有用魚介類への関心は高いが、生態系全体を回復さ
せるという考え方が少ない
・1949年２月に施行された「漁業組合法」および、同年11月
の「新漁業法」によって、海が漁民主体のものとなり、漁業を
しない地域住民を閉め出した。その結果、海が漁民だけの
ものという意識を生み出した
・熊本産ハマグリの販売戦略が必要

・ ノリ不作等水産漁業の回復と維持への対応
・ 漁業管理（従事者の意識改革）
・ ノリの不作や色落ちについては、地球温暖化による水温
上昇や、日照増加など平年的でない、異常な気象による珪
藻の増殖が関わっていることを、十分理解してもらう必要が
ある。
・ アサリ増殖のための覆砂については、生態系全体に対す
る覆砂の影響について、考えていく必要がある。
・魚介類(クルマエビ、アサリなど)の激減

・底質悪化に伴うエビ、貝類の減少、生息場所の減少
・生態系や周辺環境に配慮した漁業管理、漁業従事者の意識
改革
・有明海の生産力とノリ養殖業とのバランスの必要性

その他

・現在問題となっている水質・底質の悪化や生物多様性の
減少などの問題がある程度解決できたとしても、のりや魚介
類の収穫が不安定であったり、もしくは減少したりすれば、
総合的に見て改善されたと言えない。
・森林や都市から河川、海域に至るエリアでは様々な産業
活動が行われ、各々の行政担当機関によってルールが設
けられているが必ずしも整合性がとれているとは言えない
（例えば、河川における砂の採取に関する規則は海域の底
質までを考慮してはいない）。
・総合的判断を下せる司令塔が欠如しており、抜本的な政
策が打ち出せない。
・海域に流入する生活排水やゴミについて、流入域に住む
住民の意識向上
・陸域・海域からのゴミ集積（流木、社会ゴミ等）：漁業活動、
有機物の流入への影響が大。底質環境への悪影響。

・ 環境教育：
1)環境悪化に対する共通認識と再生に向けての協働体制
の確立。
2)“有明・八代海域はみんなの財産”，“みんなで大切にす
る”という教育・啓発の実施。
（一般社会、漁民、小・中・高からの教育、マスコミ等）
・海域に流入する生活排水やゴミについて、流入域に住む
住民の意識向上
・陸域・海域からのゴミ集積（流木、社会ゴミ等）：漁業活動、
有機物の流入への影響が大。底質環境への悪影響。

・環境悪化に対する共通認識と再生に向けての協働体制の確
立
・陸域、海域を含めた総合管理
・一般社会、漁民、小・中・高校、マスコミ等を含めた環境
教育、啓発活動の実施
・陸域からのゴミの流入による漁業への影響
・ゴミの流入に伴う底質の悪化
・生活排水やゴミに対する住民の意識向上

有
明
海
全
体

課題の整理
委員指摘による課題

区分

【有明海全体の課題】

3838

再生方策の検討プロセスについて
4.基本理念・基本方針の設定
• 有明海・八代海を「豊かな海」として再生していくためには、漁業対象の生き
物を含む多様で豊かな生態系を回復・維持させるという考え方が必要

• 「山」・「川」・「海」の連続性について十分な理解と配慮がなされた施策展開

• 沿岸環境の持つ三つの重要な視点、生物の生息・生息環境、自然環境の
「保全」、人間の生業、利便のための「利用」、不時の天災に対する「防災」に
ついては、各要素の調和のとれた施策が必要

• 具体の施策に関しては様々な主体の行動や費用の負担が必要であり、相互
の「理解」に基づいた「合意形成」を図っていく

• 広く県民が海域に関心を持ち、“海域はみんなの財産、みんなが大切にす
る”という意識のもとで、県、市町村、漁業者、地域住民が、それぞれの役割
を分担し、積極的に参加するように取り組む

• 両海域は複数県に跨ることから国や関係県との連携強化が必要

3939

【環境の影響の関連図】

4040

上記の基本理念に基づく干潟等沿岸海域の再生・保全に向けた基本方針は、次のとお
りとする。
①漁業対象の生き物を含む多様で豊かな生態系の回復・維持
②「山」・「川」・「海」の連続性と、「保全」・「利用」・「防災」の調和につい
ての配慮
③再生・保全の主体となる関係者間の相互の「理解」と「合意形成」及び積極的参加

【基本方針】

干潟等沿岸海域において、歴史的変遷、自然的・社会的条件、現状の課題等といっ
た地域特性と、有明海・八代海それぞれの海域全体の調和を踏まえた「望ましい
姿」を念頭に置きながら、県、市町村、漁業者、地域住民をはじめとする県民、国、
関係県が連携・協力し、有明海・八代海を「豊かな海」として再生し、後代の国民
に継承する。

【基本理念】

【基本理念と基本方針】

4141

再生方策の検討プロセスについて
4.地区毎の再生方策の検討
○望ましい姿と再生方策
• 様々な再生方策を推進していくためには、有明海・八代海それぞれの海域全
体の調和を図りつつ、各地域の特性に応じた目標像を描くことが必要

• 目標像については、地域の主体である市町村、漁業者、地域住民の合意の
上で設定すべきものであるが、ここでは各地域において独自に目標が設定さ
れることを前提に、将来にわたる「望ましい姿」について、本委員会での検討
結果を提示

○再生方策と具体的再生方策の事例
• 課題を踏まえた再生方策について、具体的事例を含めケーススタディ地区別
に整理

4242

再生方策の事例紹介

荒尾地区の望ましい姿と再生方策
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4343

荒尾干潟の現状について（各種調査結果）

1.現在の沿岸域の状況
（荒尾市蔵満）

①

①

②

② ③

 

荒尾市蔵満 

32°57.333′ 
130°26.017′ 

②

①

③

撮影位置満潮時 人工海岸

干潮時

満潮時

後背地 管理用道路・松林干潮時
4444

2.航空写真による海岸線の変遷

北部の三池港付近で昭和22
年から昭和49年にかけて大き
な埋立てが行われた。
（図中の○印）

昭和22年

昭和49年

平成4年

出典：昭和22年、米軍撮影写真、国土地理院
昭和49年、「国土情報ウェブマッピングシステム」、http://w3land.mlit.go.jp/WebGIS/
平成4年、航空写真 熊本沿岸海域」、平成4年3月～5月撮影、熊本県資料

4545

3.底質の変遷

種類 泥 砂

砂 5%以下 95%以上

泥質砂 5-25% 95-75%

極砂質泥 25-50% 75-50%

砂質泥 50-90% 50-10%

泥土 90%以上 10%以下

柱状採泥結果は目視観察による

泥分が25～50％の砂質泥が広範囲にわたり卓越
・表層は砂が卓越している
・北部では礫がやや多く、南部では泥分が多い傾向

出典)熊本有明海北部地区漁場環境保全創造業務、平成16年6月、熊本県資料出典)大正14年度 熊本県水産試験場業務功程報告

大正14年 平成16年

4646

4.漁獲高の変遷（アサリ・クルマエビ）

クルマエビ生産量（ｔ）

0
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荒尾

牛水

アサリ生産量（ｔ）

0

1000

2000

3000

4000

5000

1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

荒尾

牛水

出典：荒尾市役所 農林水産課 資料

・アサリは1994年以降、生産量が低水準で推移している

・クルマエビの生産量は増減が激しい

4747

（参考資料1）荒尾干潟における澪筋・洲・底生生物出現状況

出典）「荒尾市史」：平成12年3月、荒尾市史編集委員会、荒尾市

澪筋・洲の状況 底生生物出現状況

※オオシャミセンガイの確認も記載されている

4848

（参考資料3）荒尾地区（有明北部）における聞き取り調査結果

Km

州の形状が変化した
（州が減少している）
（滑石）

流向の変化（滑石）

諫早干拓前

諫早干拓後

ヘドロ化が著しい
（滑石）

ヘドロ化が著しい
（岱明）

6km地点に岩盤があり、藻
場が多少存在している
（岱明）

アサリの漁場
（岸から1km）
（荒尾・牛水）

河川が無いためノリの
色落ちが激しい
（牛水）

ヘドロ化が著しい
（荒尾・牛水）

50
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4949

Q1-1:現在の干潟・海辺の現状（住民）
漁場・浅海域の現状（漁業者）

Q3-2：社会全体の環境保全の
取り組みについて（複数回答）

Q3-2：自身の環境保全の
取り組みについて（複数回答）

 
沿
岸
域
住
民

沿
岸
域
漁
業
者

内
水
面
漁
業
者

【
凡
例

】

回答者数

80名

男性：52名

女性：28名

回答者数

22名

男性：16名

女性： 6名

回答者数

11名

男性：11名

女性： 0名

・居住地域、よく行く干潟・海辺について

69%

14%

11%
3% 3%

・部会の地先、主な漁場における
干潟・浅海域について

81%

14% 5%

・漁協周辺の河川環境について

64%

36%

 悪化している
変化無し

よくなった

関心がない

その他

0

10

20

30

40

50

60

a b c d e

項目

回
答
数

0

5

10

15

20

a b c d e

項目

回
答
数

0

5

10

15

20

a b c d e

項目

回
答
数

 より積極的に取り組むべき
やや積極的に取り組むべき

現状程度の取り組みでよい

現状より少ない取り組みでよい

あまり取り組むべきではない

a

b

c

d

e

0

10

20

30

40

50

60

a b c d e

項目

回
答
数

0

5

10

15

20

a b c d e f

項目

回
答
数

0

5

10

15

20

a b c d e

項目

回
答
数

 より積極的に

できる範囲で取り組む

気持ちはあるがなかなかできない

取り組む必要はない

関心がない

a

b

c

d

e

（参考資料3）荒尾地区（有明北部）におけるアンケート調査結果

5050

○漁業では、アサリ、タイラギ、エビ漁等が適切な資源管理のもとで、持続的
に行われている。
○海岸環境では、「保全」、「利用」、「防災」の調和が図られており、多様
で豊かな生態系と人間の営みが共存している。
○干潟にある洲やエゴ、防風、防潮のための松林等、地元の人にとって親しみ
のある海岸風景が残されている。
○カニ、アナジャコ等の底生生物やシギ、チドリ等の鳥類等、様々な生物が多
く生息し、市街地と海岸が近いこともあって潮干狩りや自然観察など、地元
の人が海を楽しんだり、海で環境学習を行う機会が多い地域となっている。

荒尾地区の望ましい姿

・海岸における湧水の減少
・干潟等地形の平坦化および干潟面の低下
・海岸の人工構造物による潮流の変化で底質が悪化
・流速が弱まり、エゴの高低差が無くなり、流れが停滞化
・総リンの環境基準超過
・透明度上昇
・底質の泥化（三池港周辺）
・珪藻赤潮とノリとの栄養摂取の競合関係の十分な検討
・荒尾干潟での生物激減の原因の特定
・地元が参加できる調査の不足
・アサリ・タイラギ・エビ等の漁獲量激減
・ノリ養殖に対する漁業者の理解（栄養塩減少とノリ生産量など）
・陸域からのゴミの流入

荒尾地区の課題（p.215からの抜粋）

荒尾地区の望ましい姿と課題

これらの課題を踏まえ、荒尾地区における再生方策とその具体的事例について次頁に示す

資料収集整理結果、聞き取り・アンケート調査結果などの調査に加え、
意見交換会を実施することにより望ましい姿・課題について整理した。

5151

人工海岸（道路護岸、高潮堤防）前面での「なぎさ線」の回復・創成により、海岸部での地形及び水（淡水
）の連続性を回復・改善することで、生態・植生の連続性の回復・改善を図る。

●「押さえ盛砂」や突堤、潜堤を組み合わせた「なぎさ線」の造成（△）
護岸前面に設置される捨て石を砂や泥で覆うなどし、なぎさ線を造成する。また、必要に
応じて、従来の突堤や潜堤などの工法と組み合わせる。 （農林水産省が実証試験中）

●海岸後背地からの雨水・地下水の湧水策（△）
雨水の集積装置（暗渠、護岸のり面等からの排水穴設置など）と排水網の設置（熊本大学
が実証試験中）

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆熊本港での干潟なぎさ線の回復技術実証実験
熊本大学では、平成17年度に熊本港の東岸の一角に人工の「干
潟なぎさ線」を造成し、 岸側には塩生植物の植栽を施すとともに、
沖側端には潜堤を設置して土砂の流出防止、地形・生態系の連続
性を確保する。造成後は定期的に、地形変化、底質、水質、生物、
植生など の調査を実施し、比較地点との相違などから干潟なぎさ
線の回復技術の確立および干潟なぎさ線の回復効果を検討する。

(出典)有明海生物生息環境の俯瞰方再生と実証実験シンポジウム資料、2005年11月、熊本大学 NPO法人みらい有明不知火

◆横島干拓地での「押さえ盛砂」や突堤、潜堤を組み合わせた「なぎさ線」の造成
護岸前面に設置される捨石を砂や泥で覆うなどし、なぎさ線を造成する。また、必要に応じて、従来の
突堤や潜堤などの工法と組み 合わせる。（農林水産省が横島干拓地で実証試験中）

具体的再生方策の事例

荒尾地区における再生方策①：なぎさ線の回復

5252

荒尾地区における再生方策②：現存する良好な環境の保全

沿岸域には、藻場や干潟だけでなく、なぎさや塩性湿地といった重要な場所があり、現状の把握とともに保全策を講じる必

要がある。

●計画段階での環境影響評価（○）
今後予定されている「環境に負の影響を与える開発」について、早期に計画内容を把握し、計画の変更
などの対策を講じる。

●埋立て等の規制・保護地域の指定（○）
埋立て等の規制や保護地域の指定等により、既存の良好な干潟や藻場等の保全を図る必要がある。

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆開発行為に当たっての配慮
環境影響評価法（平成9年）及び熊本県環境影響評価条例（平成12年）に基づく、環境影響評価に当たり、環境への影
響の回避・低減の検討や必要に応じ適切な代償措置を検討し、地域住民の意見が適切に反映されるよう努める。
熊本県では公有水面の埋め立て等の事業については、熊本県環境影響評価条例の規模要件の引き下げを平成14年度
に実施し、環境配慮システムの周知（市町村や事業者を対象とした勉強会の開催等）や戦略アセスの検討を行っている。

◆保護水面の指定
「保護水面」とは、水産動物が産卵し、稚魚が育成し、あるいは種苗の発生に適している水面で、その保護培養のために
必要な措置を講ずべき水面として都道府県知事又は、農林水産大臣が指定し、管理を行うもので、区域内で水産動植物
の採捕や工事、土砂の採取等が制限される。
本県の有明海沿岸では、玉名郡岱明町高道地先（昭和59年11月15日）で貝類を対象に、八代海沿岸では、八代市（旧
鏡町）文政地先（昭和63年2月20日）で貝類を対象に、天草市（旧牛深市）深海地先（昭和55年7月7日）で魚類を対象に
保護水面の指定を受けている。

具体的再生方策の事例

5353

荒尾地区における再生方策③：多様な干潟地形の保全・回復

■干潟域での海水の停滞化の解消
※従来、荒尾干潟では、エゴと洲の高低差があり、エゴを通じての海水の入退潮が活発に行われ、干潟上での流動（循
環）が生じて流れの停滞が生じ難かった。その後、外的要因の変化（台風の襲来、大出水、海岸構造物等（埋立・海岸
の人工化・防波堤）の設置、地下水位の低下（出水・湧水量の低下）、あるいは潮流の変化等を要因とする地形変化に
より、エゴと洲の高低差がなくなり、地形が平坦化すると、流動が平均化され干潟上での流れが停滞（流れの強弱（エ
ネルギーの高低差）がなくなり平均化した流動となっていると考えられる。（以前は、干潟の沖側では流れが速く、昼間
でもクルマエビの漁が可能であったほど、濁りが強かったとの指摘もある。）

●作澪、覆砂、底泥除去（◎）
●事前調査や事後のモニタリング（△）

■荒尾干潟での底生生物の減少原因の究明（△）
※文献等から荒尾干潟において過去に底生生物が減少したとの情報がある。一方で、1992年以降、個体数では、ほぼ
一定、種類数では経年的に増加傾向との報告もある。また、市史には、2000年にも激減したとの記載がある。
原因究明には、陸域からの影響も含め過去からの変遷や関連する要因などの把握も必要。

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆熊本有明海地区（熊本有明海北部漁場）漁場環境保全創造事業
標記の事業で作澪により、干潟域での流況の回復を図る。また、作澪で生じた砂は覆砂として活用する（平成18年度に
熊本県が実施予定）。事前の基礎調査は終了。

具体的再生方策の事例

5454

荒尾地区における再生方策④：底質環境の保全

■干潟域での堆積土砂の除去
既存の底質環境改善対策(実証試験を含む)
●耕耘、覆砂 底泥の除去（浚渫）（◎）
●海底撹拌、海水交流、地盤改良剤の使用（○）
●人工巣穴、微生物を活用した浄化機能向上（△）

■底質状況・生物相の事前調査（△）
意見交換会や聞き取りにおいて、三池港南側の泥の堆積が問題とされたが、市史では、泥干潟を生息の場とするムツゴ
ロウや他の希少種が確認されている。また、県が行った上記の作澪事業に伴う事前調査の結果（平成１６年度）では、荒
尾干潟のほとんどで表層の組成は、砂分が主流であることが確認されている。この調査では三池港南側に調査点が無い
ため、最新の底質データは無いが、問題の箇所については、底質の状況や生物相を把握したうえで、地元と十分協議を
行う必要がある。

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆広島港五日市地区における覆砂
八幡川河口部は、広島県でも有数の水鳥の飛来地で、採餌・休息の場として機能していた。しかし、港湾整備計画によっ
て河口域の干潟の大部分が埋没することとなり、代償として埋没する干潟から数百メートルの海域に人工干潟を造成する
こととなった

◆河川からの土砂供給に関する調査研究（九州地方整備局）
九州地方整備局では、有明海の中長期的な海域環境の改善方策の検討の一環として河川域からの土砂供給量や水質
汚濁負荷等を把握するための調査研究を実施している。具体的には、河川の掃流砂量を把握するため、超音波により河
床波を追跡することで掃流砂量を計測する技術や、河床波が形成されないような状況で掃流砂の移動速度を超音波によ
るドップラー効果を利用して計測する技術を検討している。

具体的再生方策の事例
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5555

荒尾地区における再生方策⑤：汚濁負荷の削減対策（陸域と海域）

●下水道や合併浄化槽など、生活排水処理施設の整備の推進（◎）
現在、県では、汚濁負荷の削減対策として下水道や浄化槽などの整備の促進を挙げているが、全国平均に達しておらず
更なる推進が必要である。

●農業、畜産、養殖業からの負荷の削減（◎）
農業における減農薬・減化学肥料の推進や畜産での糞尿の適切処理、ノリ養殖における酸処理剤の削減などの取組
みが必要である。

●下水の高度処理（既設処理場を利用：新技術提案）（△）
嫌気性処理液の脱水工程で出る嫌気性処理水（下水量の２～３％だが、窒素やリンを多く含む）の窒素やリンを効率的に
除去。ただし、ノリ養殖のシーズンオフのみ稼動。※費用対効果が課題

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆生活排水処理施設整備構想（下水道や合併浄化槽など、生活排水処理施設の整備の推進）
川や海などの水環境を守り、快適な生活環境づくりを実現していくためには、下水道、農業・漁業集落排水施設、合併
処理浄化槽などの生活排水処理施設の整備を計画的に推進する必要がある。このため、地域特性に応じた施設整備
の進め方について上記構想を示し、整備率について、平成13年度の平均61％から平成22年度に82％に向上させる目
標を設定。（荒尾市は、64.1％から9.1％の伸び率を目標としている。）

◆下水道や合併浄化槽など生活排水処理施設の整備の推進
（県による浄化槽市町村整備推進事業の周知、働きかけ）

◆農薬・化学肥料の使用総量の削減
◆家畜糞尿の不適切処理の解消
◆ノリ養殖の酸処理剤使用量の削減

具体的再生方策の事例

5656

荒尾地区における再生方策⑥：流域のゴミ流入対策・陸域管理・ゴミ回収・清掃

●山間部での流木対策の実施（○）
スリットダムによる流木対策などの検討を行うべきである。
※国内産木材の価格低迷や山間部の高齢化により、伐採地の放棄や適正な間伐が行われないなど荒廃する人工林の
増加し、流木等が増えているとの指摘もある。

●都市部、農地からのゴミ排出対策（○）
都市部や農地からのゴミの排出が海域に影響を与えていることについて県民への周知を図るとともに、特に腐敗せず半
永久的に残るビニールやポリ製品について、その影響を訴え、ゴミの排出を抑制する必要がある。

●日常的な森林や河川域、海岸域の清掃（○）
森林や河川、海岸において、日常的な清掃が行われるよう啓発が必要である。

●河道内でのゴミ回収技術・対策（△）
河道内のゴミについて、簡易な回収技術の開発やそれを踏まえた対策の実施が必要である。

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆県民（漁業者も含む）による海岸、河川等の清掃

事業名：「くまもと・きれいな川と海づくり県民運動」における県下一斉清掃
事業概要：毎年「みんなの川と海づくりデー」を定め「川と海をきれいに」を目的に県下

全市町村に呼びかけて、生活排水対策について理解を深めるとともに、
河川や海岸での一斉清掃作業を実施。一斉清掃への参加者は年々、増加。
平成16年度：約６万７千人の参加

事業主体：県（平成14年度～）

具体的再生方策の事例

5757

荒尾地区における再生方策⑦：健全な漁業の維持・構築

●科学的データの共有体系の確立と普及・啓発（○）
●水温上昇や栄養塩の低下など人為的なコントロールが困難な現象への対応

・高水温や低栄養塩などの環境条件に適した品種の導入（◎）

・気象や海況を踏まえたノリ養殖手法の改善（○）

※荒尾地区においては近隣に大きな河川が無く、栄養塩の供給が少ない漁場環境を考慮した養殖手法の改善

が必要である。

●アサリの資源管理（◎）

●覆砂事業の影響（△）

●漁業者の意識改革（○）

●漁業管理、漁業規制（○）

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆有明海・八代海の水温・塩分の自動連続観測（県水産研究センター）及び情報の発信
県水産研究センターでは、海域環境の変化を把握するため、水温や塩分など基礎的な情報
について、両海域に４基の自動観測ブイを設置し、リアルタイムで観測を行っている。

◆環境適応型ノリ養殖対策試験（県水産研究センター）
高水温傾向や低栄養塩傾向等の漁場環境変化に対応するための多様な特性を持つ品種の
選抜、環境負荷を軽減するための養殖技術の改善を行う。

◆アサリの資源管理（荒尾漁協）
荒尾では、以前は浜買いが主流であったが、現在は漁協共販体制が確立され、県が平成16
年度に策定した「アサリの資源回復計画」に沿って、漁獲サイズの制限などの徹底を図っている。

◆熊本有明海地区（熊本有明海北部漁場）漁場環境保全創造事業

具体的再生方策の事例

5858

荒尾地区における再生方策⑧：住民の意識改革

●八代海域はみんなの財産”，“みんなで大切にする”という教育・啓発の実施。（○）
干潟等沿岸海域の再生には、海域全体の調和を図りながら、地域特性を踏まえ、再生方策を検討・実施していく必要が
あり、地域の住民の合意形成も必要となる。また、具体的な再生の取組みに当たっては、行動や費用負担が伴うため、
広く県民の海域への関心の醸成と「有明海・八代海はみんなの財産」という教育・啓発の実施が必要である。

●環境悪化に対する共通認識と再生に向けての協働体制の確立（○）
有明海・八代海の海域環境悪化の要因としては、生活排水や農業、畜産、養殖等の汚濁負荷や沿岸域の開発による干
潟や藻場の消失、流れの変化、底質の泥化、赤潮の発生など、様々な指摘があり、その再生に当たっても、沿岸域の住
民だけでなく、流域も含む広い範囲での対応が必要であることから、関係者が環境悪化に対する共通認識を持つとともに
、再生に向けての協働体制を確立する必要がある。

●地元住民が参加できる調査の実施（○）

再 生 方 策
[◎：対策を実施中・来年度実施予定。○：対策メニューがあり、実施を検討。△：調査・研究結果を踏まえ、対策を検討]

◆熊本港における干潟体験イベントの取組み（干潟フェスタ）

熊本大学や国土交通省熊本港湾・空港整備事務所を中心にその他、国の機関・県・市・

NPO法人等が連携して、毎年熊本港緑地広場及びその周辺の干潟において開催。当日
は市民に干潟にはいってもらい、専門のスタッフによる干潟の性質や生き物の説明を

実施したのをはじめ、ムツゴロウ見学、国土交通省の環境整備船等の一般公開などが行

われ、小学生を中心とする地域の団体や家族連れなど千人規模の市民が参加した。

◆熊本県における漁民の森づくり事業
◆環境学習・啓発のためのパンフレットの作成・配布
◆中津港大新田地区（大分県）の海岸事業における市民参加の取組み
◆木野部海岸整備（青森県）における住民合意の事例
◆県民（漁業者も含む）による海岸、河川等の調査
◆ケーススタディー地区のフォローアップとしての意見交換会の開催

具体的再生方策の事例

干潟フェスタ(H.17.6.4)


